	○被用者年金受給者健康保険制度の概要

被保険者：２０年以上の資格期間を有する被用者年金の受給者。被保険者の配偶者であって国民年金第3号被保険者であった者として基礎年金を受給している
　　　　　ものは、配偶被保険者とし、被保険者と同様に扱う。

被扶養者：被保険者に扶養される者（配偶被保険者である者を除く）
連帯被保険者：被用者年金の被保険者

保険料率：次の式により算定される率（被保険者・連帯被保険者共通）　　　　　　　　　　　医療費総額の7割に相当する額　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全被保険者の受給年金総額 ＋ 全連帯被保険者の標準報酬総額
　　　　　ただし、被用者年金の資格期間が20年未満であるため国保被保険者となっている者の医療費の一部に充てるため、連帯被保険者の保険料率に一定率を付加する。
この付加分の連帯保険料収入は、個々の市町村の資格期間20年未満の国保被保険者の医療費と直接リンクさせることなく、全額を調整交付金の財源とし、市町村国保の財政状況に応じて配分。

保険料の徴収：一般保険料は被用者年金額を賦課標準とし、被用者年金から特別徴収する。連帯保険料は労使折半で、被用者年金保険料の例により徴収する。
これらの保険料は被用者年金受給者健康保険の保険者が被用者年金の保険者に徴収を委託するが、被用者年金の保険者から“拠出”を求めるのでは
ないので、年金財政とは一切関係ない。

給付率：現役並み所得のある者は保険料財源で7割給付とし、現役並み所得のない者に国費で１～２割を上乗せして８～９割給付とする。
国庫負担：上記の給付率上乗せ分のみ。現役世代の負担は、医療保険者からの拠出ではなく、個人レベルで各人の負担能力（全被保険者共通の標準報酬）に応じて求められるので、現行制度にあるような協会健保の後期高齢者支援金および前期高齢者納付金に対する国庫負担（＊）は不要となる。　＊平成21年度予算ベースで約3800億円超。
　保険者：公法人（全国健康保険協会、またはその委託を受けた健保連など）、財政単位は全国単位、ブロック単位、都道府県単位のいずれかとする。




